
1．集計対象範囲
・NTT西日本グループ39社およびNTTビジネスアソシエ西日本を対象としています。
2．集計対象期間
・2012年度データ：2012年4月1日～2013年3月31日、2011年度データ：2011年4月1日～2012年3月31日、
  2010年度データ：2010年4月1日～2011年3月31日、2009年度データ：2009年4月1日～2010年3月31日、
  2008年度データ：2008年4月1日～2009年3月31日

3．集計方法
・環境省の「環境会計ガイドライン2012年版」に準拠した「NTTグループ環境会計ガイドライン2012」に基づいて集計しました。
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グループ会社における環境への取り組み

　「バッテリー再生」を推進することにより、年間4,000万個以上捨てられているバッテリーの廃棄量を削減。環境汚染や危険な電解液の流出を

防ぎ、循環型社会形成に貢献します。

　劣化したバッテリーの再生手順を下記に示します。

バッテリー再生

【　目　　　的　】

【再生対象電池】

【 再 生 の 流 れ 】

産業廃棄物の抑制（CO2等）に貢献し、かつ経費を削減します。

小型　ニカド電池、ニッケル水素電池

①再生前に、放電試験を実施し再生前の状態を確認します。
②特殊なパルス電流にて再生処理を行います。
③再生後、放電試験を実施し、再生効果を確認します。
④充電後、お客様へ出荷します。

　テルウェル西日本では、環境3R（Reduce、Reuse、Recycle）に「CO2削減」をプラスした3R+CO2のコンセプトに基づき、環境配慮型
企業をめざす企業様の先進的取り組みを支援しています。この中でReduceの観点から「バッテリー再生」を本格的に取り組むため、
バッテリー再生工場を設立しています。

①放  電 ②再  生 ③放電試験 ④充  電

再生処理後、下記のいずれかの試験により、再生バッテリーの性能を確認します。

①実負荷試験

②JIS基準試験

お客様が使用されている機器と同じ負荷をかけて放電試験を行います。

【例】機器の最大負荷　3A　機器停止電圧に降下するまで30分以上維持すること。

実負荷の条件が不明の場合、JIS基準内容で放電試験を実施します。
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グループ会社における環境への取り組み13

NTTホームテクノ※では、使用済みパソコンの確実なハードディスクデータ消去により、パソコンのリユース、リサイクル推進に貢献
しています。

環境負荷低減に貢献するハードディスクデータ消去サービス

消去方式

ソフト消去 可能 新品抑制
資源活用

資源活用不可能物理消去

概　要 パソコン
リユース 環境効果

電磁消去、 HDDの破壊
(穴あけ等)比較的短時間
で処理可能

専用ソフトでHDD全領域
に上書き

表1　HDD消去方式

　使用済みパソコンは中古パソコンとして再生（リユース）し、
市場へ流通、再利用されることにより、新品パソコンの利用に比べ
資源採掘から製品製造までの工程がなくなる等、環境面に大きな
効果をもたらすと考えられます（図1）。
　また、中古パソコンとして再生されない使用済みパソコンは、
解体し、リサイクル（再資源化）されることで、環境負荷低減に効果
をもたらすと考えられます。
　使用済みパソコンのハードディスクには、個人情報や企業の機密
情報等の重要な情報が記録されていることから、リユース、リサイ
クルを安全に推進するためには、ハードディスクに記録された
データを確実に消去し、情報漏洩事故を防止することが不可欠と
なっています。
　NTTホームテクノ※では、2002年からNTT西日本グループ内を
中心に「ハードディスクデータ消去サービス」を提供し、使用済み
パソコンのハードディスクに記録された情報を確実に消去する
ことで、情報漏洩事故を防止し、リユース、リサイクルの円滑な
実施に貢献しています。

　一般に、パソコンのHDDにフォーマット処理を行っただけでは、
データ復元ソフトを用いることにより、容易に復元が可能であるた
め、JEITA（一般社団法人　電子情報技術産業協会）は、データ消去に
ついてガイドラインを設けています。そのガイドラインでは、データ
消去はユーザー自身の責任において実施するものとされ、①消去ソフ
トによる1回以上の上書き処理（ソフト消去）、②HDDを物理的、電磁
的に破壊して読めなくする（物理消去）のいずれかによる対処を推奨
しています（表1）。
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地球環境美化活動

55

14

NTT西日本グループ環境報告書2013

地球環境美化活動
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社外への情報公開と社内啓発

　NTT西日本グループは、地域環境保全に向けた取り組みの一環
として、地域住民や自治体等と連携を図り、各支店・グループ会社等
が主体となって、地域に密着した清掃・美化活動等の取り組みを
実施しています。　
　活動にあたっては、社員やその家族、退職者等が「チームNTT※」
として幅広く参加し、事業所周辺はもとより、公園や海岸、河川敷等、
様々な場所で環境美化活動を実施しています。2012年度は、延べ
56,300人の「チームNTT」のメンバーが、環境美化活動へ参加しました。

　NTT西日本グループは、今後も企業コミュニケーション活動の
一環として「環境コミュニケーション」を通じて、美しい自然を守り、
地球環境の保全をめざす「良き企業市民」として地域に密着した
活動を行い、地域社会に貢献していきます。　

チームNTT 
派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員のみならず、パートナーの
皆様やNTTグループのCSRに賛同する退職された方々のことであり、NTT
ブランドを共有する者として社会的使命を果たしていきます。
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社外への情報公開と社内啓発
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フロント・オブ・パイプとしての取り組み12

日米政府が承認する省エネルギーオフィス機器を対象とした任意登録
制度である「国際エネルギースタープログラム」の対象製品は、それに
準拠していること。

国際エネルギースタープログラムへの適合

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン
購入法）」が適用される製品は、同法に定める判断基準等に適合して
いること。

グリーン購入法への適合

「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」が適用される
製品は、同法の定める「自動車、家電・OA機器に関する判断基準
（省エネ基準）」に適合していること。

省エネ法への適合

「NTTグループグリーン調達ガイドライン追補版Ⅱ有害物の使用抑制
ガイドライン」に規定されている有害禁止物質を含有していないこと、
もしくは回収体制等が確立していること。

含有禁止物の非含有

　お客様（法人）の情報通信システムを構築するにあたり、システムを
構成する機器類に関して環境負荷の少ない製品を提供することが
重要な要件となっています。
　特にパソコン端末をはじめとした、クライアント・サーバー系機器類に
関しては、グリーン購入法における特定調達品目に位置づけられている

ことからも、お客様要望に基づき、環境に与える影響が少ない製品の
選択・提案・構築を行うため、環境に配意した製品をラインナップできる
よう、機器調達の段階から、製品性能を把握するように努めています。
　具体的には、以下の条件を満たす機器を選定しています。
　〈2000年度調達（提案募集）以降、調達説明書へ記載〉

※
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環境会計

　NTT西日本グループでは、環境保全への取り組みを効率的かつ効果的に推進するために、2000年度より環境会計を導入し、事業活動における
環境保全のためのコストと、その活動により得られた経済的コストを集計・分析しています。
　これらによって得られたデータは、環境経営を推進するための基データとして活用しています。

　2012年度の投資は、空調と照明の省エネ設備の導入により、投資額が増加したため28.9億円（2011年度　24.0億円）となりました。
　2012年度の費用は、建設廃棄物リサイクル費用が増加したものの、リサイクル推進による処理費用の低減に加え、建設工事の減少に伴う建築
副産物処理費用減により60.9億円（2011年度　61.0億円）となりました。

環境保全コストは、企業の環境保全対策を行うために必要となった投資と費用のコストを表しています。
投資は減価償却資産への投資の中から、環境保全を目的とした投資に関するコストであり、費用は、環境保全を行うために発生したコストを表しています。
環境保全コストは、1.事業エリアコストから6.環境損傷コストまでを対象としています。

環境保全効果（経済効果）は、環境保全を進めた結果、処分費用の削減や、有価物の売却益等企業経営に対する経済的効果を表しています。
環境保全効果（経済効果）は、1.省エネルギーによる費用削減から4.電子化に伴う郵送費削減までを対象としています。

＊

＊

28.0
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投資 費用

72.6

28.0 63.9

1.7
2.2

3.9
0.9

2010
投資 費用
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69.9

62.922.0

1.8

4.3
0.8
0.10.1
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投資 費用

24.0
61.0

54.724.0

0.2 0.02

0.001

0.5 0.08
3.5

0.02
0.02

2012
投資 費用

28.9

28.8

27.2

2008
投資 費用

66.9

56.427.0

0.2

1.9
3.3

4.3
1.0

1. 事業エリアコスト

(1)公害防止コスト（アスベスト・PCB・油タンク）

(2)地球環境保全コスト（省エネ活動、オゾン層保護）

(3)資源循環コスト（産業廃棄物処理、リユース）

2. 上・下流コスト（電話帳リサイクル、容器包装リサイクル）

3. 管理活動コスト（ISO14001維持、環境PR）

4. 研究開発コスト（環境関連研究開発）

5. 社会活動コスト（地域社会への貢献）

6. 環境損傷コスト（環境損傷の修復）

1.3
0.7

60.9

55.5
0.46
3.0

0.03

1.5
0.4

　2012年度の環境保全効果（経済効果）は、132.2億円（2011年度 105.2億円）となり、昨年実績を上回りました。
　ホームゲートウェイ、ONU、CTU等の通信機器のリユース推進に伴う費用削減額等による増加が原因です。
　環境保全効果（経済効果）とは別に不法投棄リスク回避効果として、リサイクルの推進やPCBの徹底管理等により約0.7億円ほど見込んでいます。

（億円）
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経
済
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10.6

21.9

8.5
0.1

6.5

90.0

150.0

2. リサイクルにより得られた収入額
1. 省エネルギーによる費用削減

3. リユース推進に伴う費用削減額 

4. 電子化に伴う郵送費削減額

・撤去通信設備
・オフィス内廃棄物

59

17

NTT西日本グループ環境報告書2013

データシート

2001年度実績
2002年度実績
2003年度実績
2004年度実績
2005年度実績
2006年度実績
2007年度実績
2008年度実績
2009年度実績
2010年度実績
2011年度実績
2012年度実績

64.5万ｔ-CO2

69.3万ｔ-CO2

75.4万ｔ-CO2

73.3万ｔ-CO2

76.9万ｔ-CO2

87.5万ｔ-CO2

88.9万ｔ-CO2

91.0万ｔ-CO2

96.7万ｔ-CO2

93.3万ｔ-CO2

95.12万ｔ-CO2

110.9万ｔ-CO2

CO2排出量の実績値

＊ 電力使用量のCO2排出係数は
2003年度までは電気事業連合会
発表の係数を使用しています。
2004年度以降は「地球温暖化対
策の推進に関する法律施行令」に
基 づ い た 係 数（2004年 度
0.378kg-CO2/kWh、2005年度
0.555kg-CO2/kWh）を使用して
います。
2012年度、2011年度は以下の
表の係数を使用しています。

産業廃棄物の
最終総廃棄量の実績値

電力
会社名

東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力
エネット

2012年度
実績利用値

2011年度
実績利用値

実排出係数（kg-CO2/kWh）

0.464
0.518
0.641
0.450
0.657
0.552
0.525
0.932
0.409

0.375
0.473
0.423
0.311
0.728
0.326
0.385
0.935
0.409

2001年度実績
2002年度実績
2003年度実績
2004年度実績
2005年度実績
2006年度実績
2007年度実績
2008年度実績
2009年度実績
2010年度実績
2011年度実績
2012年度実績

4.8万ｔ
2.9万ｔ
2.5万ｔ
1.8万ｔ
0.9万ｔ
0.7万ｔ
0.9万ｔ
0.6万ｔ
0.5万ｔ
0.6万ｔ
0.4万ｔ
0.3万ｔ

① パソコンの導入 ② HDDデータ内容消去

● 産業廃棄物の削減　● パソコンリユースによるＣＯ２排出量の削減 　 

● 情報漏洩の防止 

③ パソコンリユース処理 

動作確認、クリーニング等により再商品化したパソコンを、企業・一般ユーザーへ
販売します。また、リユースできないパソコンは、材料として再利用します。

データ消去ソフトにより、パソコン・
サーバーのＨＤＤ内のデータを痕跡
まで消去します。

新規パソコンの導入
中古パソコンの導入

【2012年度 ハードディスクデータ消去実績】
　NTT西日本グループ 1.4万台

図1　パソコンリユースの流れ

NTTホームテクノは2013年10月1日、社名をNTTフィールドテクノに変更して
おります。

※
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第三者意見

2012年度の主な活動状況

2012年度の環境会計の実施について

活動紹介

　2012年11月4日（日）、爽やかな秋晴れのなか、NTT西日本京都グループは、京都市まちの美化推進事業団
主催の 「世界の京都・まちの美化市民総行動」に参加しました。
　本イベントは、毎年2,000名近くが参加し開催される京都市最大規模のボランティアイベントであり、
市民をはじめ、まちの美化に関心の高い各種団体・企業等が、年に一度、一堂に会し交流を深めあう祭典でも
あります。NTT西日本京都グループも2005年より毎年の恒例行事として積極的に参加しています。
当日、NTT西日本京都グループ社員と家族、退職者等約120名は京都市役所前を出発し、市内中心部の清掃活動を
行いました。参加者は、市内のゴミ収拾を通じて、世界の古都「京都」における環境保護の大切さをPRしました。

富士山
一斉清掃

浜名湖クリーン作戦

社外表彰

広域的な環境美化活動、地域イベント

等の参加によるボランティア活動に

積極的な企業として認証された。

NTT西日本福井支店  ／

NTT西日本－北陸 福井事業部

企画総務部 総務担当

平成25年度福井県ボランティア
応援企業（団体）認証
（福井県企業等ボランティア・
 社会貢献連絡会）

事業系廃棄物の減量推進及び適正

処理

テルウェル西日本 総務部ごみ減量優良建築物局長表彰

ごみ集積所等に生ゴミ及びリサイクル

等の分別集積場所確保によるごみ

減量に努めたことにより、大阪市様

より優良表彰されました。

NTTホームテクノ

大阪113センタごみ減量　優良表彰
＊会社名は受賞当時のもの

＊会社名は受賞当時のもの

NTT西日本福井支店  ／

NTT西日本－北陸

福井事業部

テルウェル西日本ビル

大阪113センタ

項目 内容 受賞対象 担当部門／担当者連絡先

　「地球環境保護活動」のサイトを設け、NTT西日本グループの環境
保護への全般的な取り組みを広く公開しています。NTT西日本
グループの環境保護活動の柱である地球環境憲章や環境保護活動の
全貌を示す環境報告書等を掲載しています。
　また、このサイトの中の「主な取り組み」は、NTT西日本公式ホーム
ページ内に散在する環境に関するサイト
にリンクを張ることにより、環境関連
情報のポータルサイトとしての機能を
持っています。

ホームページ 
http://www.ntt-west.co.jp/kankyo/

環境活動ホームページ

環境保全コスト

社内ホームページ

　環境保護関連の社内周知文書、各組織の取り組みやトピックの
掲載によって、組織間の情報交流を促進し、各組織の環境対策業務の
効率化や社員の環境保護意識の高揚に役立てています。

　NTT西日本グループのCSR（企業の社会的責任）に関する考え方や
体制、年度毎の具体的な活動をステークホルダーの皆様へ分かり
やすく情報公開しています。NTT西日本グループのCSRについて
皆様にご理解いただき、コミュニケーションの輪を広げることを目的
としています。
　なお、CSR報告書については2005年
度より発行しており、今後も毎年作成
していく予定です。

生物多様性保全のためには自然・環境のことを知っていただく活動も
重要です。植樹会等の午後の時間を利用して、子ども達向けに自然
体験学習会を開催しています。

ホームページ 
http://www.ntt-west.co.jp/csr/

　おおさかATCグリーンエコプラザにてNTT西日本グループの
環境活動の取り組みや、環境保護に関する物品等をパネル等で
分かりやすく展示しています。

ホームページ 
http://www.ecoplaza.gr.jp/corp/exhibitors/ntt_w/index.html

CSR報告書の発行 社外展示

生物多様性保全のための自然体験学習の開催

「世界の京都・まちの美化市民総行動」に参加

　NTT岐阜グループでは、1994年に有志社員によりNTTボランティアサークル「ひまわり会」を立ち上げ、
毎年地域環境保全活動の一環として清掃活動を展開しています。近年は人材派遣社員・契約社員の参加や
退職者の方々との連携を図ることで、活動の輪も着実に広がっています。
　2012年度は8月と9月に清流長良川の環境クリーン作戦、3月に岐阜のシンボルである岐阜公園の清掃
活動と計3回の清掃活動を実施、NTT西日本岐阜グループの社員・家族・退職者等、合計で414名がゴミを
回収しました。
　今後も良き企業市民として継続的な取り組みを実施していくことにより、地域社会への貢献に努めて
いきます。

環境クリーン作戦の展開  ～夏休み後の長良川を美しくしよう・岐阜公園を美しくしよう運動～

　NTT西日本名古屋支店やNTT西日本－東海では、会社が主催する社会貢献活動を「チームNTTスマイル
なごや」として、活動をサポートする社員である「社会貢献サポーターズ」のメンバーを中心に、様々な環境
保護活動に取り組んでいます。
　2012年度は、5月19日（土）、ラムサール条約登録地として知られる名古屋市港区の藤前干潟の清掃
活動である「2012年春の藤前干潟クリーン大作戦」に、社会貢献サポーターズ のメンバーを中心に、名古屋
エリアのグループ会社の社員とその家族等、合計85名が参加しました。 
　当日は、爽やかな五月晴れのもと清掃活動に汗を流し、一帯は大変きれいになりました。

「チームNTTスマイルなごや」活動

　NTT西日本兵庫グループは、三宮周辺に拠点ビルを有し、日々の通勤やビジネスで道路を利用している
ことを踏まえ、神戸市建設局道路部が主催する「道路ふれあい月間」の行事として、官民協働による「道路
美化デー」に、毎年参加しています。2012年度は、8月28日（火）に18名の社員が清掃活動を実施しました。
　地域の環境美化実現には定期的かつ継続的な取り組みが欠かせないことから、今後も積極的に協力
したいと思います。

「道路美化デー」に参加

　NTT西日本岡山グループでは、地域の清掃ボランティアグループの取り組みに賛同し、観光地「岡山城・
後楽園」の傍を流れる旭川の清掃活動に毎年2回約120名で参加しています。この活動には地元企業を
はじめ多くの市民が参加しており、NTT西日本岡山グループも地域密着企業として今後も積極的に参加
していきます。

地域の清掃活動に参加

　2012年5月27日（日）、石川県の海岸線583㎞をきれいにする海岸愛護運動「クリーン・ビーチいしかわ in
かなざわ2012」（主催：同実委員会）が金沢市の海岸で実施されました。 NTT西日本北陸グループ（金沢支店、
NTT西日本-北陸、NTTネオメイト社、NTTホームテクノ社、NTTマーケティングアクト社、NTT西日本
北陸アイティメイト社等）から、ボランティアとして170名を超える参加者がありました。

海岸愛護運動に参加

　NTT西日本三重支店では、「津阿漕浦海岸清掃活動」に参加しています。この清掃活動は、三重漁連、津市等が
主催をしており、7月の海開き前後の土曜日早朝に毎年行われています。地元の方々や、津市に拠点を置く
地元企業の皆様と力を合わせて、海岸に流されてきた流木や空き缶等を一つひとつ拾い上げ、海岸を美しく
していきます。
　2012年度は7月21日（土）に実施、退職者を含む総勢130名が参加し、早朝からの清掃活動に汗を流しました。

「津阿漕浦海岸清掃活動」への参加

　NTT西日本静岡グループでは、地域環境保全活動の一環として、毎年、県内各地の清掃・美化活動に参加
しています。2012年度は、「浜名湖クリーン作戦」（6月）、「富士山一斉清掃」（8月）、「安倍川流木クリーン
まつり」（11月）に参加、静岡グループの社員・家族・退職者等、合計312名が地元自治会・市民グループ・他企業
団体の参加者の皆様と一体となり、ゴミの回収に汗を流しました。
　富士山一斉清掃は、「世界遺産登録に向けた富士山クリーン大作戦」と題して、8月11日（土）にイコモス
（国際記念物遺跡会議）の現地調査を前に初めて静岡県、山梨県で合同開催されました。NTT西日本静岡
グループからは社員・家族・退職者等、合計96名が参加し、富士山五合目御殿場口を地元自治体や地域の
方々等、参加された多くの皆様と共に清掃活動を行いました。

静岡県内の清掃・美化活動への参加

　2012年4月8日（日）、恒例となっている「春の鳥取砂丘一斉清掃」にNTT西日本鳥取グループからも
多くの社員が参加しました。少し風の冷たい日でしたが好天に恵まれ、地球環境保護活動、地域貢献活動
に気持ちのいい汗を流しました。

「春の鳥取砂丘一斉清掃」に参加

　2012年6月10日（日）、富山県射水市で行われた「コスモ アースコンシャス アクト クリーン・キャン
ペーン in 六渡寺海岸」にNTT西日本富山グループの社員が参加しました。
　この取り組みは、地元のFM放送局が主催で毎年開催しているもので、県内の他の企業の社員と力を
合わせ、海岸の清掃を行っています。

六渡寺海岸の清掃活動に参加

　NTT西日本鹿児島支店では、地域社会貢献活動の一環として、毎年、グループ会社の社員や家族等がボラ
ンティア活動として主体的に地域の清掃に取り組んでいます。2012年度は、12月に約290名が参加して、
鹿児島市中央公園から天文館、NTT松原ビルまでの清掃を独自施策として実施しました。また、自治体等
主催の清掃活動にも積極的に参加しています。鹿児島支店では、今後も引き続き社員参加の主体的な活動を
通して、地域に根ざし、地域と一体になった社会貢献活動に取り組んでいきます。

地域の清掃活動に参加
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法人ユーザーに納入するシステム商品における対応

神戸大学大学院経営学研究科
教授

國部克彦様

大阪市立大学大学院経営学研究科後期博士課程修了。博士（経営学）。
大阪市立大学助教授、神戸大学助教授を経て、2011年より神戸大
学大学院経営学研究科教授。ISO/TC207/WG8議長、日本MFCA

フォーラム会長、環境経済・政策学会理事、環境経営学会理事等を務
める。主な著書に、『環境経営イノベーションの理論と実践』（中央経
済社、2010年）、『マテリアルフローコスト会計』（日本経済新聞出版社、
2008年）、『環境経営・会計』（有斐閣、2007年）等がある。

今年度の報告書では新しい課題への挑戦もみられます。その一つが
生物多様性保全活動です。自然資本を保護するための自然資本の
マネジメントは、国や地域だけでなく、一企業にとっても重要な課題
として要求されるようになってきています。特に、N T T西日本
グループのような地域全体を事業領域とする企業にとって、貢献
できる場面は多くあります。この点について、ステークホルダー
との対話を進めながら、活動されていることは高く評価できます。
将来的には自然資本会計への展開も視野に入れていただければと
思います。また、Green by ICTにおいて、LCAを導入して活動を進め
られていることも、大変説得的でよいと思います。今後は、このよ
うな効果が、企業活動全体にどのような影響を与えるのかについ
ても、踏み込んで分析していただき、実際の活動に生かしてもらえ
れば、さらに望ましいと考えます。

新しい課題への挑戦

NT T西日本は環境報告書とCSR報告書を分離して報告されて
いますが、世界的なレベルでは、財務報告と社会環境報告を統合
した統合報告が注目されています。そこでは、経済的な利益を求
める事業戦略と、社会や環境活動を「統合」することが求められて
います。統合報告書は簡潔なものでもよいので、社会や環境に関
する重要な指標を財務的な目標と同じレベルに格上げして報告
することになります。NTT西日本グループの環境保全活動は、まさに
事業戦略と一体化して促進されていると思いますので、情報開示の
面でも統合報告的な要素を取り入れられる時期に来ているように
感じます。

経営戦略と環境活動の統合

第三者意見を受けて

NTT西日本グループでは、市民の皆様やお客様と一緒に持続可能な社会の実現に貢献できるよう取り組んでまいりました。
さらにより良きものにするため、いただいたご意見を真摯に受け止め、次年度の報告書へ反映できるように取り組みたいと
考えております。
ご指摘いただいた通り、自社利用電力使用量の2020年40%削減（2010年度比）は大きな目標です。この実現のためには、
わたくしどもも技術イノベーションは必須と考えており、例えば通信装置の冷却に外気を利用する等の商用環境でのトライ
アルや、ひかり電話の非通話時のスリープ機能による省電力化等、新しい技術の開発・導入にも力を入れております。適宜
ホームページ等で個別にご紹介しておりますが、これら本格的に導入すべき技術についてロードマップとして公開できるよう
引き続き活動を進化させていきます。
昨年ご指摘いただいたステークホルダーを巻き込んだ活動については、生物多様性保全活動という形で地域主体と一緒に
なった活動を展開しています。この生物多様性保全の活動について自然資本会計等数値的に効果算定も重用な項目と考えて
おります。LCA等まだ算出が始まったばかりですので、順次公開できるように検討を進めてまいります。
財務報告と社会環境報告を統合した統合報告については、現在CSR報告書が統合報告書、環境報告書は、その詳細版としての
位置づけと考えております。これらの関係をより分かりやすく簡潔に記載するように努めてまいります。
わたくしたちNTT西日本グループは、「グリーンNTT西日本戦略」を旗印として、あらゆる事業活動が環境に負荷を与えている
ことを認識し、わたくしたち自身が率先して、環境に配慮した持続可能な社会の実現へ貢献することが、社会的責任であると
考えています。今後も皆様と一緒に、これまでにも増して積極的に取り組んでまいります。

西日本電信電話株式会社

技術革新部　環境経営推進室

NTT西日本グループは、大量の電力を消費し、通信設備の利用撤去
に伴う廃棄物の発生等、環境負荷の大きい事業を行っています。
同社はこのような状況を適切に認識して、特に地球温暖化対策、
廃棄物削減、資源節減について、問題や指標を細かく設定して対応
されており、着実な効果を出されていると評価することができます。
しかも、電力使用量の2020年40%削減は大変挑戦的な目標で、この
目標を実現するために活動が一層活性化することを期待します。
そのためには日々の活動だけでなく、技術イノベーションが不可
欠になりますので、今後はそのようなイノベーションへ向けた戦
略的な方針設定と具体的な展開が重要になってくると思います。
これは社会的にマテリアリティ(重要性)の非常に高い課題ですので、
情報開示面でも一層の充実を希望します。

事業特徴を反映した環境保全活



1．集計対象範囲
・NTT西日本グループ39社およびNTTビジネスアソシエ西日本を対象としています。
2．集計対象期間
・2012年度データ：2012年4月1日～2013年3月31日、2011年度データ：2011年4月1日～2012年3月31日、
  2010年度データ：2010年4月1日～2011年3月31日、2009年度データ：2009年4月1日～2010年3月31日、
  2008年度データ：2008年4月1日～2009年3月31日

3．集計方法
・環境省の「環境会計ガイドライン2012年版」に準拠した「NTTグループ環境会計ガイドライン2012」に基づいて集計しました。
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グループ会社における環境への取り組み

　「バッテリー再生」を推進することにより、年間4,000万個以上捨てられているバッテリーの廃棄量を削減。環境汚染や危険な電解液の流出を

防ぎ、循環型社会形成に貢献します。

　劣化したバッテリーの再生手順を下記に示します。

バッテリー再生

【　目　　　的　】

【再生対象電池】

【 再 生 の 流 れ 】

産業廃棄物の抑制（CO2等）に貢献し、かつ経費を削減します。

小型　ニカド電池、ニッケル水素電池

①再生前に、放電試験を実施し再生前の状態を確認します。
②特殊なパルス電流にて再生処理を行います。
③再生後、放電試験を実施し、再生効果を確認します。
④充電後、お客様へ出荷します。

　テルウェル西日本では、環境3R（Reduce、Reuse、Recycle）に「CO2削減」をプラスした3R+CO2のコンセプトに基づき、環境配慮型
企業をめざす企業様の先進的取り組みを支援しています。この中でReduceの観点から「バッテリー再生」を本格的に取り組むため、
バッテリー再生工場を設立しています。

①放  電 ②再  生 ③放電試験 ④充  電

再生処理後、下記のいずれかの試験により、再生バッテリーの性能を確認します。

①実負荷試験

②JIS基準試験

お客様が使用されている機器と同じ負荷をかけて放電試験を行います。

【例】機器の最大負荷　3A　機器停止電圧に降下するまで30分以上維持すること。

実負荷の条件が不明の場合、JIS基準内容で放電試験を実施します。
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グループ会社における環境への取り組み13

NTTホームテクノ※では、使用済みパソコンの確実なハードディスクデータ消去により、パソコンのリユース、リサイクル推進に貢献
しています。

環境負荷低減に貢献するハードディスクデータ消去サービス

消去方式

ソフト消去 可能 新品抑制
資源活用

資源活用不可能物理消去

概　要 パソコン
リユース 環境効果

電磁消去、 HDDの破壊
(穴あけ等)比較的短時間
で処理可能

専用ソフトでHDD全領域
に上書き

表1　HDD消去方式

　使用済みパソコンは中古パソコンとして再生（リユース）し、
市場へ流通、再利用されることにより、新品パソコンの利用に比べ
資源採掘から製品製造までの工程がなくなる等、環境面に大きな
効果をもたらすと考えられます（図1）。
　また、中古パソコンとして再生されない使用済みパソコンは、
解体し、リサイクル（再資源化）されることで、環境負荷低減に効果
をもたらすと考えられます。
　使用済みパソコンのハードディスクには、個人情報や企業の機密
情報等の重要な情報が記録されていることから、リユース、リサイ
クルを安全に推進するためには、ハードディスクに記録された
データを確実に消去し、情報漏洩事故を防止することが不可欠と
なっています。
　NTTホームテクノ※では、2002年からNTT西日本グループ内を
中心に「ハードディスクデータ消去サービス」を提供し、使用済み
パソコンのハードディスクに記録された情報を確実に消去する
ことで、情報漏洩事故を防止し、リユース、リサイクルの円滑な
実施に貢献しています。

　一般に、パソコンのHDDにフォーマット処理を行っただけでは、
データ復元ソフトを用いることにより、容易に復元が可能であるた
め、JEITA（一般社団法人　電子情報技術産業協会）は、データ消去に
ついてガイドラインを設けています。そのガイドラインでは、データ
消去はユーザー自身の責任において実施するものとされ、①消去ソフ
トによる1回以上の上書き処理（ソフト消去）、②HDDを物理的、電磁
的に破壊して読めなくする（物理消去）のいずれかによる対処を推奨
しています（表1）。
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地球環境美化活動
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地球環境美化活動
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社外への情報公開と社内啓発

　NTT西日本グループは、地域環境保全に向けた取り組みの一環
として、地域住民や自治体等と連携を図り、各支店・グループ会社等
が主体となって、地域に密着した清掃・美化活動等の取り組みを
実施しています。　
　活動にあたっては、社員やその家族、退職者等が「チームNTT※」
として幅広く参加し、事業所周辺はもとより、公園や海岸、河川敷等、
様々な場所で環境美化活動を実施しています。2012年度は、延べ
56,300人の「チームNTT」のメンバーが、環境美化活動へ参加しました。

　NTT西日本グループは、今後も企業コミュニケーション活動の
一環として「環境コミュニケーション」を通じて、美しい自然を守り、
地球環境の保全をめざす「良き企業市民」として地域に密着した
活動を行い、地域社会に貢献していきます。　

チームNTT 
派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員のみならず、パートナーの
皆様やNTTグループのCSRに賛同する退職された方々のことであり、NTT
ブランドを共有する者として社会的使命を果たしていきます。
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社外への情報公開と社内啓発
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フロント・オブ・パイプとしての取り組み12

日米政府が承認する省エネルギーオフィス機器を対象とした任意登録
制度である「国際エネルギースタープログラム」の対象製品は、それに
準拠していること。

国際エネルギースタープログラムへの適合

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン
購入法）」が適用される製品は、同法に定める判断基準等に適合して
いること。

グリーン購入法への適合

「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」が適用される
製品は、同法の定める「自動車、家電・OA機器に関する判断基準
（省エネ基準）」に適合していること。

省エネ法への適合

「NTTグループグリーン調達ガイドライン追補版Ⅱ有害物の使用抑制
ガイドライン」に規定されている有害禁止物質を含有していないこと、
もしくは回収体制等が確立していること。

含有禁止物の非含有

　お客様（法人）の情報通信システムを構築するにあたり、システムを
構成する機器類に関して環境負荷の少ない製品を提供することが
重要な要件となっています。
　特にパソコン端末をはじめとした、クライアント・サーバー系機器類に
関しては、グリーン購入法における特定調達品目に位置づけられている

ことからも、お客様要望に基づき、環境に与える影響が少ない製品の
選択・提案・構築を行うため、環境に配意した製品をラインナップできる
よう、機器調達の段階から、製品性能を把握するように努めています。
　具体的には、以下の条件を満たす機器を選定しています。
　〈2000年度調達（提案募集）以降、調達説明書へ記載〉

※
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環境会計

　NTT西日本グループでは、環境保全への取り組みを効率的かつ効果的に推進するために、2000年度より環境会計を導入し、事業活動における
環境保全のためのコストと、その活動により得られた経済的コストを集計・分析しています。
　これらによって得られたデータは、環境経営を推進するための基データとして活用しています。

　2012年度の投資は、空調と照明の省エネ設備の導入により、投資額が増加したため28.9億円（2011年度　24.0億円）となりました。
　2012年度の費用は、建設廃棄物リサイクル費用が増加したものの、リサイクル推進による処理費用の低減に加え、建設工事の減少に伴う建築
副産物処理費用減により60.9億円（2011年度　61.0億円）となりました。

環境保全コストは、企業の環境保全対策を行うために必要となった投資と費用のコストを表しています。
投資は減価償却資産への投資の中から、環境保全を目的とした投資に関するコストであり、費用は、環境保全を行うために発生したコストを表しています。
環境保全コストは、1.事業エリアコストから6.環境損傷コストまでを対象としています。

環境保全効果（経済効果）は、環境保全を進めた結果、処分費用の削減や、有価物の売却益等企業経営に対する経済的効果を表しています。
環境保全効果（経済効果）は、1.省エネルギーによる費用削減から4.電子化に伴う郵送費削減までを対象としています。

＊

＊
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27.2

2008
投資 費用

66.9

56.427.0

0.2

1.9
3.3

4.3
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1. 事業エリアコスト

(1)公害防止コスト（アスベスト・PCB・油タンク）

(2)地球環境保全コスト（省エネ活動、オゾン層保護）

(3)資源循環コスト（産業廃棄物処理、リユース）

2. 上・下流コスト（電話帳リサイクル、容器包装リサイクル）

3. 管理活動コスト（ISO14001維持、環境PR）

4. 研究開発コスト（環境関連研究開発）

5. 社会活動コスト（地域社会への貢献）

6. 環境損傷コスト（環境損傷の修復）

1.3
0.7

60.9

55.5
0.46
3.0

0.03

1.5
0.4

　2012年度の環境保全効果（経済効果）は、132.2億円（2011年度 105.2億円）となり、昨年実績を上回りました。
　ホームゲートウェイ、ONU、CTU等の通信機器のリユース推進に伴う費用削減額等による増加が原因です。
　環境保全効果（経済効果）とは別に不法投棄リスク回避効果として、リサイクルの推進やPCBの徹底管理等により約0.7億円ほど見込んでいます。

（億円）

環
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経
済
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果
）
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111.1
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10.6

21.9

8.5
0.1

6.5
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2. リサイクルにより得られた収入額
1. 省エネルギーによる費用削減

3. リユース推進に伴う費用削減額 

4. 電子化に伴う郵送費削減額

・撤去通信設備
・オフィス内廃棄物
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データシート

2001年度実績
2002年度実績
2003年度実績
2004年度実績
2005年度実績
2006年度実績
2007年度実績
2008年度実績
2009年度実績
2010年度実績
2011年度実績
2012年度実績

64.5万ｔ-CO2

69.3万ｔ-CO2

75.4万ｔ-CO2

73.3万ｔ-CO2

76.9万ｔ-CO2

87.5万ｔ-CO2

88.9万ｔ-CO2

91.0万ｔ-CO2

96.7万ｔ-CO2

93.3万ｔ-CO2

95.12万ｔ-CO2

110.9万ｔ-CO2

CO2排出量の実績値

＊ 電力使用量のCO2排出係数は
2003年度までは電気事業連合会
発表の係数を使用しています。
2004年度以降は「地球温暖化対
策の推進に関する法律施行令」に
基 づ い た 係 数（2004年 度
0.378kg-CO2/kWh、2005年度
0.555kg-CO2/kWh）を使用して
います。
2012年度、2011年度は以下の
表の係数を使用しています。

産業廃棄物の
最終総廃棄量の実績値

電力
会社名

東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力
エネット

2012年度
実績利用値

2011年度
実績利用値

実排出係数（kg-CO2/kWh）

0.464
0.518
0.641
0.450
0.657
0.552
0.525
0.932
0.409

0.375
0.473
0.423
0.311
0.728
0.326
0.385
0.935
0.409

2001年度実績
2002年度実績
2003年度実績
2004年度実績
2005年度実績
2006年度実績
2007年度実績
2008年度実績
2009年度実績
2010年度実績
2011年度実績
2012年度実績

4.8万ｔ
2.9万ｔ
2.5万ｔ
1.8万ｔ
0.9万ｔ
0.7万ｔ
0.9万ｔ
0.6万ｔ
0.5万ｔ
0.6万ｔ
0.4万ｔ
0.3万ｔ

① パソコンの導入 ② HDDデータ内容消去

● 産業廃棄物の削減　● パソコンリユースによるＣＯ２排出量の削減 　 

● 情報漏洩の防止 

③ パソコンリユース処理 

動作確認、クリーニング等により再商品化したパソコンを、企業・一般ユーザーへ
販売します。また、リユースできないパソコンは、材料として再利用します。

データ消去ソフトにより、パソコン・
サーバーのＨＤＤ内のデータを痕跡
まで消去します。

新規パソコンの導入
中古パソコンの導入

【2012年度 ハードディスクデータ消去実績】
　NTT西日本グループ 1.4万台

図1　パソコンリユースの流れ

NTTホームテクノは2013年10月1日、社名をNTTフィールドテクノに変更して
おります。

※
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第三者意見

2012年度の主な活動状況

2012年度の環境会計の実施について

活動紹介

　2012年11月4日（日）、爽やかな秋晴れのなか、NTT西日本京都グループは、京都市まちの美化推進事業団
主催の 「世界の京都・まちの美化市民総行動」に参加しました。
　本イベントは、毎年2,000名近くが参加し開催される京都市最大規模のボランティアイベントであり、
市民をはじめ、まちの美化に関心の高い各種団体・企業等が、年に一度、一堂に会し交流を深めあう祭典でも
あります。NTT西日本京都グループも2005年より毎年の恒例行事として積極的に参加しています。
当日、NTT西日本京都グループ社員と家族、退職者等約120名は京都市役所前を出発し、市内中心部の清掃活動を
行いました。参加者は、市内のゴミ収拾を通じて、世界の古都「京都」における環境保護の大切さをPRしました。

富士山
一斉清掃

浜名湖クリーン作戦

社外表彰

広域的な環境美化活動、地域イベント

等の参加によるボランティア活動に

積極的な企業として認証された。

NTT西日本福井支店  ／

NTT西日本－北陸 福井事業部

企画総務部 総務担当

平成25年度福井県ボランティア
応援企業（団体）認証
（福井県企業等ボランティア・
 社会貢献連絡会）

事業系廃棄物の減量推進及び適正

処理

テルウェル西日本 総務部ごみ減量優良建築物局長表彰

ごみ集積所等に生ゴミ及びリサイクル

等の分別集積場所確保によるごみ

減量に努めたことにより、大阪市様

より優良表彰されました。

NTTホームテクノ

大阪113センタごみ減量　優良表彰
＊会社名は受賞当時のもの

＊会社名は受賞当時のもの

NTT西日本福井支店  ／

NTT西日本－北陸

福井事業部

テルウェル西日本ビル

大阪113センタ

項目 内容 受賞対象 担当部門／担当者連絡先

　「地球環境保護活動」のサイトを設け、NTT西日本グループの環境
保護への全般的な取り組みを広く公開しています。NTT西日本
グループの環境保護活動の柱である地球環境憲章や環境保護活動の
全貌を示す環境報告書等を掲載しています。
　また、このサイトの中の「主な取り組み」は、NTT西日本公式ホーム
ページ内に散在する環境に関するサイト
にリンクを張ることにより、環境関連
情報のポータルサイトとしての機能を
持っています。

ホームページ 
http://www.ntt-west.co.jp/kankyo/

環境活動ホームページ

環境保全コスト

社内ホームページ

　環境保護関連の社内周知文書、各組織の取り組みやトピックの
掲載によって、組織間の情報交流を促進し、各組織の環境対策業務の
効率化や社員の環境保護意識の高揚に役立てています。

　NTT西日本グループのCSR（企業の社会的責任）に関する考え方や
体制、年度毎の具体的な活動をステークホルダーの皆様へ分かり
やすく情報公開しています。NTT西日本グループのCSRについて
皆様にご理解いただき、コミュニケーションの輪を広げることを目的
としています。
　なお、CSR報告書については2005年
度より発行しており、今後も毎年作成
していく予定です。

生物多様性保全のためには自然・環境のことを知っていただく活動も
重要です。植樹会等の午後の時間を利用して、子ども達向けに自然
体験学習会を開催しています。

ホームページ 
http://www.ntt-west.co.jp/csr/

　おおさかATCグリーンエコプラザにてNTT西日本グループの
環境活動の取り組みや、環境保護に関する物品等をパネル等で
分かりやすく展示しています。

ホームページ 
http://www.ecoplaza.gr.jp/corp/exhibitors/ntt_w/index.html

CSR報告書の発行 社外展示

生物多様性保全のための自然体験学習の開催

「世界の京都・まちの美化市民総行動」に参加

　NTT岐阜グループでは、1994年に有志社員によりNTTボランティアサークル「ひまわり会」を立ち上げ、
毎年地域環境保全活動の一環として清掃活動を展開しています。近年は人材派遣社員・契約社員の参加や
退職者の方々との連携を図ることで、活動の輪も着実に広がっています。
　2012年度は8月と9月に清流長良川の環境クリーン作戦、3月に岐阜のシンボルである岐阜公園の清掃
活動と計3回の清掃活動を実施、NTT西日本岐阜グループの社員・家族・退職者等、合計で414名がゴミを
回収しました。
　今後も良き企業市民として継続的な取り組みを実施していくことにより、地域社会への貢献に努めて
いきます。

環境クリーン作戦の展開  ～夏休み後の長良川を美しくしよう・岐阜公園を美しくしよう運動～

　NTT西日本名古屋支店やNTT西日本－東海では、会社が主催する社会貢献活動を「チームNTTスマイル
なごや」として、活動をサポートする社員である「社会貢献サポーターズ」のメンバーを中心に、様々な環境
保護活動に取り組んでいます。
　2012年度は、5月19日（土）、ラムサール条約登録地として知られる名古屋市港区の藤前干潟の清掃
活動である「2012年春の藤前干潟クリーン大作戦」に、社会貢献サポーターズ のメンバーを中心に、名古屋
エリアのグループ会社の社員とその家族等、合計85名が参加しました。 
　当日は、爽やかな五月晴れのもと清掃活動に汗を流し、一帯は大変きれいになりました。

「チームNTTスマイルなごや」活動

　NTT西日本兵庫グループは、三宮周辺に拠点ビルを有し、日々の通勤やビジネスで道路を利用している
ことを踏まえ、神戸市建設局道路部が主催する「道路ふれあい月間」の行事として、官民協働による「道路
美化デー」に、毎年参加しています。2012年度は、8月28日（火）に18名の社員が清掃活動を実施しました。
　地域の環境美化実現には定期的かつ継続的な取り組みが欠かせないことから、今後も積極的に協力
したいと思います。

「道路美化デー」に参加

　NTT西日本岡山グループでは、地域の清掃ボランティアグループの取り組みに賛同し、観光地「岡山城・
後楽園」の傍を流れる旭川の清掃活動に毎年2回約120名で参加しています。この活動には地元企業を
はじめ多くの市民が参加しており、NTT西日本岡山グループも地域密着企業として今後も積極的に参加
していきます。

地域の清掃活動に参加

　2012年5月27日（日）、石川県の海岸線583㎞をきれいにする海岸愛護運動「クリーン・ビーチいしかわ in
かなざわ2012」（主催：同実委員会）が金沢市の海岸で実施されました。 NTT西日本北陸グループ（金沢支店、
NTT西日本-北陸、NTTネオメイト社、NTTホームテクノ社、NTTマーケティングアクト社、NTT西日本
北陸アイティメイト社等）から、ボランティアとして170名を超える参加者がありました。

海岸愛護運動に参加

　NTT西日本三重支店では、「津阿漕浦海岸清掃活動」に参加しています。この清掃活動は、三重漁連、津市等が
主催をしており、7月の海開き前後の土曜日早朝に毎年行われています。地元の方々や、津市に拠点を置く
地元企業の皆様と力を合わせて、海岸に流されてきた流木や空き缶等を一つひとつ拾い上げ、海岸を美しく
していきます。
　2012年度は7月21日（土）に実施、退職者を含む総勢130名が参加し、早朝からの清掃活動に汗を流しました。

「津阿漕浦海岸清掃活動」への参加

　NTT西日本静岡グループでは、地域環境保全活動の一環として、毎年、県内各地の清掃・美化活動に参加
しています。2012年度は、「浜名湖クリーン作戦」（6月）、「富士山一斉清掃」（8月）、「安倍川流木クリーン
まつり」（11月）に参加、静岡グループの社員・家族・退職者等、合計312名が地元自治会・市民グループ・他企業
団体の参加者の皆様と一体となり、ゴミの回収に汗を流しました。
　富士山一斉清掃は、「世界遺産登録に向けた富士山クリーン大作戦」と題して、8月11日（土）にイコモス
（国際記念物遺跡会議）の現地調査を前に初めて静岡県、山梨県で合同開催されました。NTT西日本静岡
グループからは社員・家族・退職者等、合計96名が参加し、富士山五合目御殿場口を地元自治体や地域の
方々等、参加された多くの皆様と共に清掃活動を行いました。

静岡県内の清掃・美化活動への参加

　2012年4月8日（日）、恒例となっている「春の鳥取砂丘一斉清掃」にNTT西日本鳥取グループからも
多くの社員が参加しました。少し風の冷たい日でしたが好天に恵まれ、地球環境保護活動、地域貢献活動
に気持ちのいい汗を流しました。

「春の鳥取砂丘一斉清掃」に参加

　2012年6月10日（日）、富山県射水市で行われた「コスモ アースコンシャス アクト クリーン・キャン
ペーン in 六渡寺海岸」にNTT西日本富山グループの社員が参加しました。
　この取り組みは、地元のFM放送局が主催で毎年開催しているもので、県内の他の企業の社員と力を
合わせ、海岸の清掃を行っています。

六渡寺海岸の清掃活動に参加

　NTT西日本鹿児島支店では、地域社会貢献活動の一環として、毎年、グループ会社の社員や家族等がボラ
ンティア活動として主体的に地域の清掃に取り組んでいます。2012年度は、12月に約290名が参加して、
鹿児島市中央公園から天文館、NTT松原ビルまでの清掃を独自施策として実施しました。また、自治体等
主催の清掃活動にも積極的に参加しています。鹿児島支店では、今後も引き続き社員参加の主体的な活動を
通して、地域に根ざし、地域と一体になった社会貢献活動に取り組んでいきます。

地域の清掃活動に参加

（億円）（億円）
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＊ 2002年度よりNTTマ－ケティングアクトグループ、NTTネオメイトグループ各社の実績も管理対象として拡大しています。
＊ 対象組織：NTT西日本グループ39社及び、NTTビジネスアソシエ西日本を対象としています。
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42拠点
+2組織

64,003

5,700

17,808

CO2排出量

購入量

CGSによる発電量

設備導入台数

（内訳）太陽光発電等

　　　燃料電池/ハイブリッド

発電量

CO2排出量

低公害車所有台数

（内訳）電気自動車

　　　天然ガス車

　　　ハイブリッド車

CO2排出量

廃棄量

排出総量

リサイクル量

（内訳）通信ケーブル

　　　交換装置類

　　　コンクリート電柱

　　　その他

廃棄バッテリー廃棄量（特別管理産業廃棄物）

廃棄バッテリー排出量

廃棄バッテリーリサイクル量

廃棄量

発生量

リサイクル量

リサイクル率

廃棄量

発生量

リサイクル量

リサイクル率

廃棄量

医療廃棄物廃棄量

［再掲］感染性廃棄物廃棄量（特別管理産業廃棄物）

純正パルプ使用量

古紙使用率

紙使用量

回収量

純正パルプ使用量

純正パルプ使用量

撤去設備（プラスチック）のリペレット化量

光ケーブルのリサイクル量

発生量

リサイクル量

リサイクル率

発生量

リサイクル量

リサイクル率

回収量

商品の発泡スチロール使用量
（　）は無害な発砲スチロール含む

建築アスベスト残数量

橋梁アスベスト残数量

特定フロン使用空調機残存台数

ISO14001認証取得組織数

環境クリーン作戦延べ参加人数
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2001
実績
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実績

2003
実績

2004
実績

2005
実績

2006
実績

2007
実績

2008
実績

2009
実績

電力

クリーン
エネルギー
システム

社用車

燃料

通信設備

土木工事
廃棄物

建築工事
廃棄物

オフィス廃棄物

医療

電話帳

電報台紙

事務用紙

通信設備

土木工事
発生土

建築工事
発生土

小形二次電池

梱包材

アスベスト

フロン
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4
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法人ユーザーに納入するシステム商品における対応

神戸大学大学院経営学研究科
教授

國部克彦様

大阪市立大学大学院経営学研究科後期博士課程修了。博士（経営学）。
大阪市立大学助教授、神戸大学助教授を経て、2011年より神戸大
学大学院経営学研究科教授。ISO/TC207/WG8議長、日本MFCA

フォーラム会長、環境経済・政策学会理事、環境経営学会理事等を務
める。主な著書に、『環境経営イノベーションの理論と実践』（中央経
済社、2010年）、『マテリアルフローコスト会計』（日本経済新聞出版社、
2008年）、『環境経営・会計』（有斐閣、2007年）等がある。

今年度の報告書では新しい課題への挑戦もみられます。その一つが
生物多様性保全活動です。自然資本を保護するための自然資本の
マネジメントは、国や地域だけでなく、一企業にとっても重要な課題
として要求されるようになってきています。特に、N T T西日本
グループのような地域全体を事業領域とする企業にとって、貢献
できる場面は多くあります。この点について、ステークホルダー
との対話を進めながら、活動されていることは高く評価できます。
将来的には自然資本会計への展開も視野に入れていただければと
思います。また、Green by ICTにおいて、LCAを導入して活動を進め
られていることも、大変説得的でよいと思います。今後は、このよ
うな効果が、企業活動全体にどのような影響を与えるのかについ
ても、踏み込んで分析していただき、実際の活動に生かしてもらえ
れば、さらに望ましいと考えます。

新しい課題への挑戦

NT T西日本は環境報告書とCSR報告書を分離して報告されて
いますが、世界的なレベルでは、財務報告と社会環境報告を統合
した統合報告が注目されています。そこでは、経済的な利益を求
める事業戦略と、社会や環境活動を「統合」することが求められて
います。統合報告書は簡潔なものでもよいので、社会や環境に関
する重要な指標を財務的な目標と同じレベルに格上げして報告
することになります。NTT西日本グループの環境保全活動は、まさに
事業戦略と一体化して促進されていると思いますので、情報開示の
面でも統合報告的な要素を取り入れられる時期に来ているように
感じます。

経営戦略と環境活動の統合

第三者意見を受けて

NTT西日本グループでは、市民の皆様やお客様と一緒に持続可能な社会の実現に貢献できるよう取り組んでまいりました。
さらにより良きものにするため、いただいたご意見を真摯に受け止め、次年度の報告書へ反映できるように取り組みたいと
考えております。
ご指摘いただいた通り、自社利用電力使用量の2020年40%削減（2010年度比）は大きな目標です。この実現のためには、
わたくしどもも技術イノベーションは必須と考えており、例えば通信装置の冷却に外気を利用する等の商用環境でのトライ
アルや、ひかり電話の非通話時のスリープ機能による省電力化等、新しい技術の開発・導入にも力を入れております。適宜
ホームページ等で個別にご紹介しておりますが、これら本格的に導入すべき技術についてロードマップとして公開できるよう
引き続き活動を進化させていきます。
昨年ご指摘いただいたステークホルダーを巻き込んだ活動については、生物多様性保全活動という形で地域主体と一緒に
なった活動を展開しています。この生物多様性保全の活動について自然資本会計等数値的に効果算定も重用な項目と考えて
おります。LCA等まだ算出が始まったばかりですので、順次公開できるように検討を進めてまいります。
財務報告と社会環境報告を統合した統合報告については、現在CSR報告書が統合報告書、環境報告書は、その詳細版としての
位置づけと考えております。これらの関係をより分かりやすく簡潔に記載するように努めてまいります。
わたくしたちNTT西日本グループは、「グリーンNTT西日本戦略」を旗印として、あらゆる事業活動が環境に負荷を与えている
ことを認識し、わたくしたち自身が率先して、環境に配慮した持続可能な社会の実現へ貢献することが、社会的責任であると
考えています。今後も皆様と一緒に、これまでにも増して積極的に取り組んでまいります。

西日本電信電話株式会社

技術革新部　環境経営推進室

NTT西日本グループは、大量の電力を消費し、通信設備の利用撤去
に伴う廃棄物の発生等、環境負荷の大きい事業を行っています。
同社はこのような状況を適切に認識して、特に地球温暖化対策、
廃棄物削減、資源節減について、問題や指標を細かく設定して対応
されており、着実な効果を出されていると評価することができます。
しかも、電力使用量の2020年40%削減は大変挑戦的な目標で、この
目標を実現するために活動が一層活性化することを期待します。
そのためには日々の活動だけでなく、技術イノベーションが不可
欠になりますので、今後はそのようなイノベーションへ向けた戦
略的な方針設定と具体的な展開が重要になってくると思います。
これは社会的にマテリアリティ(重要性)の非常に高い課題ですので、
情報開示面でも一層の充実を希望します。

事業特徴を反映した環境保全活


